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不熟練外国人労働者の労働市場への参入可能性の

違いが不熟練自国人労働者におよばす影響

島 田

Abstract

Usingatwo-countrymacroeconomicmodelwithlabormlgration,We

investigatehowchangesinunskilledforelgnWOrkers'accessibilityto

thelabormarketaffectunskillednativeworkers.Weassumethatboth

countries'workersareunskilled,andeachcountryhasaslnglelabor

marketwhereunskilledlaboristraded.Wealsoassumethatonlyafew

oftheimmlgrantworkerscanenterthelabormarketduetoimpedi一

mentstoforelgnworkerparticipationinthelabormarket,andforelgn

workersarepaidlowernominalwagesthannativeworkers.Weshow

thatthesumofreal-consumptionwages(nominalwagesdividedbythe

consumerpriceindex)paidtonativeworkersislikelytobecomelarger

(smaller)asmoreforeignworkersenterthelabormarketifwage

differentialsbetweennativeandforeignworkersarelarge(small)･

ThisisbecauseincreasesinforelgnWOrkers'accessibilitytothelabor

marketmakenativeworkerreal-consumptlOnWageshigherthroughin-

creasesinlabordemandandtheyalsomakenativeworkerreal-con-

sumptionwageslowerthroughincreasesinlaborsupply.Former(Lat-

ter)effectsarelikelytobestrongerthanlatter(former)effectsinthe

caseoflarger(smaller)wagedifferentialsbetweennativeandforeign

workers.Ourfindingsuggeststhatwhetherornotweshouldencourage

unskilledforelgnworkerparticipationinthelabormarketdependson

wagedifferentials.

Keywords:unskilledworkers,accessibilitytotheunskilledlabor

market,two-countrymacroeconomicmodel
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1節 は じ め に

本論文の目的は,国際労働移動を仮定した2国マクロ経済モデルをもちい

て,不熟練外国人労働者の労働市場への参入可能性の違いが不熟練自国人労

働者におよばす影響を明らかにすることである.具体的には2国のすべての

労働者が不熟練労働者であり,それぞれの国が単一の不熟練労働市場をもつ

と仮定する.また2国のあいだで不熟練労働者が移動するが,外国人労働者

が労働市場へ参入することを妨げる障害が存在するため,外国へ移動しても

すべての不熟練労働者がその国の労働市場へ参入できるとはかざらないと仮

定する.さらに賃金格差が存在し,不熟練外国人労働者の名目賃金率は不熟

練自国人労働者の名目賃金率よりも低いと仮定する.そして不熟練外国人労

働者の受け入れ国の労働市場への参入可能性が異なると,不熟練自国人労働

者の受け取る実質消費賃金の合計(不熟練自国人労働者の名目賃金÷消費者

物価指数×不熟練自国人労働者の雇用者数)にどのような影響がしょうじる

かを明らかにし,不熟練外国人労働者の受け入れ国が自国の経済厚生を高く

しようとするさい,不熟練外国人労働者を不熟練自国人労働者と同じように

労働市場へ参入させたらよいかどうかを考える.

日本は少子高齢化が進むにつれ,長期的には公式に不熟練外国人労働者を

ある程度受け入れざるを得ないかもしれない.また不熟練日本人労働者が十

分に供給されない部門では,短期的にも公式に不熟練外国人労働者をかぎら

れた数受け入れざるを得ないかもしれない1).しかし不熟練外国人労働者の

流入は,受け入れ国にさまざまな影響をおよぼす.このため日本を含む多く

の国はこれまでのところ,不熟練外国人労働者の受け入れには消極的であっ

た.にもかかわらず現実には不熟練労働者は,日本を含む多くの国へ大量に

流入している.なぜなら不熟練労働者がよりよい労働条件を求めて外国へ移

1)日本はすでに留学,就学および研修などの名目で不熟練外国人労働者を事実上受け入

れている.
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動することは合理的な行動であり,不熟練労働者のこのような合理的な行動

を政策的に操作することはひじょうに困難だからである.したがって多くの

受け入れ国は,不熟練外国人労働者の流入量をかなりの程度所与と見なさざ

るを得ない2).

いっぱう不熟練労働者は外国へ移動することができても,さまざまな要因

が不熟練外国人労働者の労働市場への参入を妨げるため,かならずLも常に

その国の労働市場へ参入できるとはかざらない3).不熟練外国人労働者の労

働市場への参入可能性は政策的にある程度変更可能であるが,通常,不熟練

自国人労働者の参入可能性よりも低い.

それでは不熟練外国人労働者の受け入れ国は,不熟練外国人労働者の労働

市場への参入可能性を操作することにより,自国の経済厚生を高くすること

ができないだろうか.

そこで本論文は不熟練外国人労働者の流入量を所与とし,不熟練外国人労

働者の受け入れ国の労働市場への参入可能性の変化が経済厚生,具体的には

不熟練自国人労働者の受け取る実質消費賃金の合計におよばす影響を明らか

にする.そして不熟練外国人労働者の受け入れ国が自国の経済厚生を高める

ために,不熟練外国人労働者を不熟練自国人労働者と同じように労働市場へ

参入させたらよいかどうかを考える.

本論文のおもな結果は,以下のとおりである.不熟練外国人労働者の受け

2)Shimada(2003a),島田(2003b)および島田(2003d)は,2国経済または小国開放経済に

おいて政策当局が最低賃金を操作すると,労働者の合理的な行動への働きかけをつうじ

て,不熟練外国人労働者の流入が抑制される可能性が高いことを示した.

3)マクロ経済モデルをもちいた国際労働移動の分析では,外国へ流入した労働者はすべ

てその国の労働市場へ参入できると仮定されることが多い.たとえばAgiomirgianakis

(1998)は2国マクロ経済モデルにおいて,外国(自国)へ移動した熟練自国人労働者(熟練

外国人労働者)はすべて外国(自国)の労働市場へ参入でき外国組合(自国組合)の組合員に

なれると仮定している.またAgiomirgianakisandZervoyianni(2001)は小国開放経済モデ

ルにおいて,自国へ流入したすべての非合法不熟練外国人労働者が不熟練労働供給に含

まれると仮定している.
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入れ国で不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者の賃金格差が大きいばあ

い,不熟練外国人労働者が労働市場へ参入しやすくなると不熟練自国人労働

者の受け取る実質消費賃金の合計が増加する可能性が高い.いっぱう不熟練

外国人労働者の受け入れ国で不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者の賃

金格差が小さいばあい,不熟練外国人労働者が労働市場へ参入しやすくなる

と不熟練自国人労働者の受け取る実質消費賃金の合計が減少する可能性が高

い.このような結果が得られるのは,不熟練外国人労働者の労働市場への参

入可能性の上昇が労働需要の増加をつうじて実質消費賃金率を上昇させるい

っばう,労働供給の増加をつうじて実質消費賃金率を低下させる.そして賃

金格差が大きければ前者の効果が後者の効果を上回る可能性が高く,賃金格

差が小さければ後者の効果が前者の効果を上回る可能性が高いからである.

本論文の結果によると,不熟練外国人労働者の受け入れ国が自国の経済厚生

を高くしようとするならば,不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者が労

働市場への参入にかんして等しく扱われるとはかざらない.

本論文は以下,2節で不熟練外国人労働者が受け入れ国の労働市場へすべ

て参入できるとはかざらない2国経済をモデル化する.3節はモデルを解き,

不熟練外国人労働者の労働市場への参入可能性の違いが不熟練自国人労働者

の受け取る実質消費賃金の合計におよばす影響を調べる.4節は本論文をま

とめ,今後の検討課題をあげる.

2節 モ デ ル

本論文は,J国とA国からなる2国経済を仮定する.2国は,輸出入およ

び労働移動をつうじて依存しあっている.それぞれの国の経済主体は,複数

の不熟練労働者および1つの企業からなる.政策当局は経済主体として,明

示的にモデルにあらわれない.企業は利潤最大化を目指して,労働需要関数

を導き出す.不熟練労働が取引されるため労働市場は競争的であり,労働需
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要と労働供給が一致するように名目賃金率と雇用量が決まる4).企業はこの

ようにして決まる雇用量をもとに1種類の財を生産する.財は,自国で需要

されるばかりでなく外国でも需要されるため,外国へ輸出される.

J国企業の生産関数とA国企業の生産関数をそれぞれ,

y-al,y*-al*,0<a<1, u )

と仮定する･ここで再まJ国企業の生産高(自然対数表示),lはJ国の雇用

量(自然対数表示),y*はA国企業の生産高(自然対数表示),円まA国の雇用

量(自然対数表示)である.以下,変数は特に断らないかぎり,自然対数表示

である.αは自然対数表示されていない定数である.

本論文は,2国のあいだでの労働移動を外生的にあたえる5).具体的には

A国の不熟練労働者がJ国へA,ただし△>0だけ移動すると仮定する.A

は外生的にあたえられ,分析をつうじて変化しない.Aは自然対数表示され

4)このような考え方は,AgiomirgianakisandZervoyianni(2001)にしたがったものである.

しかし不熟練労働は,常に競争的な労働市場で取引されると仮定されるとはかぎらない.

たとえばKemnitz(2003)は,高い熟練をもった労働(high-skilledlabor)が競争的な労働市

場で取引され,低い熟練をもった労働(low-skilledlabor)が組∴合と企業の交渉をつうじて

取引されると仮定している.

5)島田(2003C)第2章,第3章,第4章および第5章は,それぞれの国が単一の熟練労働市場

をもつ2国マクロ経済モデルにおいて2国のあいだでの労働移動が2国の実質消費賃金

率(名目賃金率÷消費者物価指数)の差または2国の予想実質消費賃金率(実質消費賃金率

×雇用確率)の差によってしょうじると仮定し,労働移動を内生的にしょうじさせた,こ

れにたいし本論文では2国のあいだでの労働移動が外生的にあたえられる.これはつぎ

の理由による.本論文の目的は,不熟練外国人労働者の労働市場への参入可能性の違い

が不熟練自国人労働者におよぼす影響を明らかにすることである.そして不熟練外国人

労働者の労働市場への参入可能性の違いは,不熟練外国人労働者の受け入れ国だけにか

かわる.このため2国を非対称的にモデル化し,あらかじめいっぱうの国を受け入れ国

とし,たほうの国を送り出し国としなければならない.労働移動を内生的にしょうじさ

せると,受け入れ国と送り出し国が内生的に決まる.しかしこのようにして決まる受け

入れ国と送り出し国はあらかじめ仮定した受け入れ国と送り出し国と一致するとはかざ

らず,結果が仮定と整合性を欠いてしまうおそれがある.このような問題を回避するに

は島田(2002)と同じように,労働移動を外生的にあたえなければならない.
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ていない定数である.J国へ移動するA国の不熟練労働者は,すべて合法労

働者であると仮定する.

現実の経済には外国人労働者の労働市場への参入を困難にするさまざまな

障害が存在する.このため労働者が外国へ移動しても,移動したすべての労

働者が移動した国の労働市場へ参入できるわけではない.そこで本論文は,

J国へ移動したA国出身の不熟練労働者の一部分しか,具体的にはβ,ただ

し0<♂≦1の割合しかJ国の不熟練労働市場へ参入できないと仮定する6).

βはJ国へ移動したA国出身の不熟練労働者のJ国の労働市場への参入可能

性の程度を表す.(‖ま自然対数表示されていない.このような仮定のもとで

は,J国の労働供給量ISは,

lS=ln(L-+OA),

と定義され,A国の労働供給量l*Sは,

l*S=ln(L-*-A),

と定義される.ここでL-は国際労働移動がおこらないばあいのJ国の完全

雇用量(非自然対数表示)であり,L-*は国際労働移動がおこらないばあいの

A国の完全雇用量(非自然対数表示)である.吉とLJ*は分析をつうじて一定

である.またそれぞれの国の労働者は自発的に失業しないと仮定する.J国

の不熟練労働供給にしめるJ国出身の不熟練労働者の割合をαと定義する

と,α…Ll(L-+OA)である.

6)J国へ移動したA国出身の不熟練労働者がJ国の不熟練労働市場へ参入しやすければ,

A国からJ国へ不熟練労働者がたくさん移動するかもしれない.いいかえればβが大きけ

れば,Aが大きいかもしれない.またA国からJ国へ不熟練労働者がたくさん移動する

と,∫国へ移動したA国出身の不熟練労働者のJ国での影響力が強まり,J国へ移動し

たA国出身の不熟練労働者がJ国の不熟練労働市場へ参入しやすくなるかもしれない.

いいかえればAが大きければ,Oが大きいかもしれない.しかし鋸まAにもっとも重要な

影響をおよはす要因ではなく,Aはβにもっとも重要な影響をおよばす要田ではないので,

本論文はβとAはたがいに独立であると仮定する.
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J国企業は,J国出身の不熟練労働者とJ国へ移動LJ国の不熟練労働市

場へ参入したA国出身の不熟練労働者を等しい確率で雇う.J国出身の不熟

練労働者とA国出身の不熟練労働者は,J国企業にとって代替的であると仮

定する.しかし一般に外国人労働者を雇用すると,たとえ自国人労働者と代

替的であっても,自国人労働者を雇用するよりも費用がかかる.そこでJ国

企業はA国出身の不熟練労働者にJ国出身の不熟練労働者に支払う賃金の一

部分しか支払わないと仮定する.具体的にはJ国出身の不熟練労働者の名目

賃金率(非自然対数表示)を肝 とすると,A国出身の不熟練労働者の名目賃

金率はβ肝,ただし0<β<1である(以下ではJ国出身の不熟練労働者の名

目賃金率をJ国の名目賃金率とよぶ)･ここでβは,自然対数表示されてい

ない･βが大きければ(小さければ),J国出身の不熟練労働者とA国出身の

不熟練労働者のあいだでの賃金格差が小さい(大きい).いっばうA国企業は,

A国出身の不熟練労働者だけを名目賃金率(非自然対数表示)Ⅳ*で雇う.

すでに述べたようにJ国の労働市場とA国の労働市場は競争的である.こ

のためJ国企業の不熟練労働にたいする需要量(非自然対数表示)をLとす

れば,

L-L-+OA,

が成り立つようにJ国の名目賃金率と雇用量が決定され,A国企業の不熟練

労働にたいする需要量(非自然対数表示)をエ*とすれば,

L*-L,-*-A,

が成り立つようにA国の名目賃金率と雇用量が決定される7).

J国企業の利潤(非自然対数表示)7Tは,

7T≡PLa-WaL-βW(1-α)L,

7)J国企業の労働需要関数とA国企業の労働需要関数については,本節の後述を参照せ

よ.
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と定義される.右辺第1項は,J国企業の収入(非自然対数表示)を表す.こ

こでPk,J国財価格(非自然対数表示)である.右辺第2項は,J国出身の

不熟練労働者に支払う名目賃金の合計(非自然対数表示)を表す.右辺第3項

は,A国出身の不熟練労働者に支払う名目賃金の合計(非自然対数表示)を表

す.またA国企業の利潤(非自然対数表示)7C*は,

7T*=P*L*a-W *L*,

と定義される.右辺第1項は,A国企業の収入(非自然対数表示)を表す.こ

こでP*は,A国財価格(非自然対数表示)である.右辺第2項は,A国出身

の不熟練労働者に支払う名目賃金の合計(非自然対数表示)を表す.

それぞれの国の企業は利潤を最大にするように労働需要量を決定する.J

国企業の労働需要関数とA国企業の労働需要関数はそれぞれ,d7r/dL-0と

dw*/dL*-0から導き出される.

I---⊥(WIP)･i霊 Ina-T㌔ ln(α+β(1-α))･1-α

･*-一一し(W*-p*)+i霊 lna･1-α
(2)

ここでuJはJ国の名目賃金率,pはJ国財価格,W*はA国の名目賃金率,

p*はA国財価格を表す･(2)式によるとJ国企業の労働需要は,αやβの減少
関数である.なぜならJ国企業の雇用者 1人あたりの名目賃金率(非自然対

数表示)は,J国出身の不熟練労働者に支払う名目賃金率(非自然対数表示)

とA国出身の不熟練労働者に支払う名目賃金率(非自然対数表示)の加重平均

αⅣ+(ト α)β肝である･そしてαの上昇は高い名目賃金を支払うJ国出身

の不熟練労働者の比率の上昇を意味し,βの上昇はA国出身の不熟練労働者

の名目賃金率の上昇を意味する･したがってαやβの上昇はJ国企業の雇用

者 1人あたりの名目賃金率〈α+β(1-α))W q)上昇をつうじて,J国企業の

雇用者 1人あたりの実質生産物賃金率(名目賃金率÷財価格)を上昇させる.

さらに労働需要は雇用者1人あたりの実質生産物賃金率の減少関数だからで
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ある.

モデルの残りの部分を(3)式から(7)式によって記述する.

Z≡e+p*-p.

y-y*-bz,b>0.

q…p+cz,q*=p*-cz,0<C<1/2.

wc=W-q,wc*=u)*-q*･

m-p+y,m*-2*+y*.

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)
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(3)式は,実質為替レートZの定義式である.ここでeは,A国通貨1単位

あたりのJ国通貨の単位数で測った名目為替レートである.(4)式は,J国

の貿易収支均衡条件式とA国の貿易収支均衡条件式である.2国経済である

ため,これらは共通である.実質為替レートの減価(depreciation,Zの上昇)

は,J国財の競争力を高めJ国財の輸出を増加させ,A国財の競争力を低め

A国財の輸出を減少させる.このようなばあいに貿易収支が均衡するために

は,y-y*が増加することによりJ国の輸入が増加するかA国の輸入が減少

しなければならない.ここで机ま,自然対数表示されていない定数である.

(5)式は,消費者物価指数の定義式である.J国の消費者物価指数qをJ国

財価格(非自然対数表示)とJ国通貨表示のA国財価格(非自然対数表示)の幾

何平均の自然対数値とする.またA国の消費者物価指数q*をA国財価格(非

自然対数表示)とA国通貨表示のJ国財価格(非自然対数表示)の幾何平均の

自然対数値とする8).(5)式は,これらと(3)式から導き出されたものである.

ここでCは,自然対数表示されていない定数である.(6)式は,J国の実質

消費賃金率 wcとA国の実質消費賃金率wc*の定義式である.(7)式は,貨幣

8)A国通貨 1単位あたりのJ国通貨の単位数で測った名目為替レート(非自然対数表示)

をEとすれば,J国の消費者物価指数(非自然対数表示)QとA国の消費者物価指数(非自

然対数表示)Q*はそれぞれ,0=Pl~C(EP*)CとQ*…P*1ーC(p/E)Cと定義される.
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市場の均衡条件式である.ここで,mはJ国の名目貨幣ストック,m*はA

国の名目貨幣ストソクである.mとm*は,分析をつうじて一定であると仮

定する.

3節 不熟練外国人労働者の労働市場への参入可能性の違いが

不熟練自国人労働者の実質消費賃金の合計におよぼす影響

本節は,J国へ移動したA国の不熟練労働者のJ国の労働市場への参入可

能性の違いがJ国出身の不熟練労働者の実質消費賃金の合計におよばす影響

を調べる.

労働需要関数(2式)を生産関数(1式)に代入し,J国の総供給関数とA国の

総供給関数を求める.

y---一生 (W-A)'震 lna-i霊 ln(α･β(1-α))･1-α

y*ニー了宝 (紺*-P*)+i霊 lna･

(8.1)式と(8.2)式によると名目賃金率の上昇または財価格の低下は実質生産

物賃金率の上昇と労働需要の減少をつうじて,総供給を減少させる.このた

め総供給は名目賃金率の減少関数であり,財価格の増加関数である.(8.1)

式によるとαやβの上昇はJ国企業の労働需要の減少をつうじて,J国の総

供給を減少させる.

(8.1)式,(7)式および(2)式をもちいて,J国の国民所得,J国財価格お

よびJ国の労働需要量を′国の名目賃金率とJ国の名目貨幣ストソクの関数

として表す.

y-a(m-W)+alna-alnfα+β(1-α))･

p-(1-a)m+aw-alna+aln(α+β(I-α))･

l-m-W+lna-1n(α+β(1-α))･
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(8.2)式,(7)式および(2)式をもちいて,A国の国民所得,A国財価格およ

びA国の労働需要量をA国の名目賃金率とA国の名目貨幣ストックの関数と

して表す.

y*-a(m*-W*)+alna.

p*-(1-a)m*+au)*-alna.

l*-m*-u)*+lna.

縦軸に財価格をとり横軸に国民所得をとると,名目賃金率の上昇は総供給曲

線を左上へシフトさせることにより,国民所得を減少させ財価格を上昇させ

る.名目貨幣ストソクの増加は貨幣市場の均衡条件式をみたす国民所得と財

価格の組合せによってできる曲線を右上へシフトさせることにより,国民所

得を増加させ財価格を上昇させる(9.1式,9.2式,10.1式および10.2式参照).

αやβの上昇はJ国の総供給曲線を左上へシフトさせることにより,J国の

国民所得を減少させJ国財価格を上昇させる(9.1式および10.1式参照).紘

供給(国民所得)は労働需要(雇用量)の増加関数だから,名目賃金率の上昇は

労働需要(雇用量)の減少をともない,名目貨幣ストックの増加は労働需要

(雇用量)の増加をともなう(ll.1式および11.2式参照)･αやβの上昇はJ国

の労働需要(雇用量)の減少をともなう(ll.1式参照).

J国の国民所得(9.1式)とA国の国民所得(9.2式)を貿易収支均衡条件式

(4式)に代入し,実質為替レートを名目賃金率と名目貨幣ストソクの関数と

して表す.

2-芸[m-W-(m*-W*)-1n(α+β(1-α))]･

(12)式によるとJ国の名目貨幣ストソクの増加,J国の名目賃金率の低下,

αの低下またはβの低下はJ国の国民所得の増加をつうじて,実質為替レー

トを減価(Zを上昇)させる.A国の名目貨幣ストックの減少またはA国の名

目賃金率の上昇はA国の国民所得の減少をつうじて,実質為替レートを減価
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(Zを上昇)させる.

J国の名目賃金率はJ国の労働市場の均衡条件から,

W-m+lna-1n(L-+eA)-ln(α+β(1-α)),

と決まり,A国の名目賃金率はA国の労働市場の均衡条件から,

u)*-m*+1nalln(L-*-A),

(13.1)

( 13.2)

と決まる.

(13.1)式によるとJ国の名目賃金率は,J国へ移動したA国の不熟練労働

者のJ国の労働市場への参入可能性に依存している.βが上昇すると,J国

へ移動したA国の不熟練労働者がより多くJ国の労働市場へ参入する.この

ためJ国の労働供給が増加し,J国の名目賃金率が低下する9).いっぽうβ

が上昇すると,αが低下する.このためJ国の労働需要が増加し,J国の名

目賃金率が上昇する10).前者の労働供給サイドをつうじる効果が後者の労働

需要サイドをつうじる効果を上回るので,0が上昇するとJ国の名目賃金率

が低下する.すなわち,

慧 ニ ー.-一生 +-.一生 -一旦吐 出.-<0,L+o△ L+0△α(1-β)+β
(14)

である.いっぱう(13.2)式によると,A国の名目賃金率はβから独立である.

(13.1)式を(10.1)式に代入すると,J国財価格が決まる.J国財価格は,

9)βが労働供給サイドをつうじてJ国の名目賃金率におよぼす影響は,

(∂uJ/∂ln(L~+oA)Hdln(L+o△)/dO)ニーA/(L+0△)<0,

である.

10)βが労働需要サイドをつうじてJ国の名目賃金率におよばす影響は,

[auJ/∂ln(α(1-β)+β)][dlntα(1-β)+β)/dO]

-iA/(L-+0△))[α(1-β)/(α(卜 β)+β†]>0,

である.
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J国へ移動したA国の不熟練労働者のJ国の労働市場への参入可能性に依存

している.βの変化は,労働供給サイドと労働需要サイドをつうじてJ国の

名目賃金率に影響をおよばし,J国財価格を変化させる11).またβの変化は

αをつうじて,J国財価格に影響をおよぼす12).βの変化が労働需要サイド

とJ国の名目賃金率をつうじてJ国財価格におよばす影響とβの変化がαを

つうじてJ国財価格におよぼす影響は相殺する.このためβの変化は実質的

には,労働供給サイドとJ国の名目賃金率をつうじてJ国財価格に影響をお

よばす.すなわち,

坐ニーafTiTA,
A

dO (15 )

であり,βが上昇するとJ国財価格が低下する.

(13.1)式と(13.2)式を(12)式に代入すると,実質為替レートが決まる.実

質為替レートは,J国へ移動したA国の不熟練労働者q)J国の労働市場への

参入可能性に依存している.βの変化は,労働供給サイドと労働需要サイド

をつうじてJ国の名目賃金率に影響をおよほし,実質為替レートを変化させ

ll)0が労働供給サイドとJ国の名目賃金率をつうじてJ国財価格におよばす影響は,

(∂p/au))(aw/∂1n(三十oA)Hdln(LT+oA)/dO)--aA/(L+oA),

である.βが労働需要サイドとJ国の名目賃金率をつうじてJ国の名目賃金率におよばす

影響は,

(∂p/aw)[aw/∂ln(α(1-β)+β)][dln(α(1-β)+β)/dO]

-(aA/(i+oA))[α(1-β)/tcr(11β)+β)],

である.

12)0がαをつうじてJ国財価格におよぼす影響は,

(∂p/∂α)(da/dO)--iaA/(吉+oA))[α(1-β)/(α(1-β)+β)],

である.
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る13).またβの変化はαをつうじて,実質為替レートに影響をおよばす14).

βの変化が労働需要サイドと名目賃金率をつうじてJ国財価格におよばす影

響とβの変化がαをつうじて実質為替レートにおよぼす影響は相殺する.こ

のためβの変化は実質的には,労働供給サイドとJ国の名目賃金率をつうじ

て実質為替レートに影響をおよばす.すなわち,

dz a A

dO bLT+oA'
(16)

であり,0が上昇すると実質為替レートが減価(Zが上昇)する,

以上の結果からβの変化がJ国の実質消費賃金率におよぼす影響は,(5)式,

(6)式,(14)式,(15)式および(16)式をもちいて,

慧 --LH (11a･ic)

と求められる.

+±虹 α(1-β)
エ+β△α(1-β)+β'

(17)

βの上昇はJ国の労働供給の増加とJ国の名目賃金率の低下をつうじて,

J国の実質消費賃金率を低下させる(14式右辺第1項参照).またβの上昇はJ

国の労働供給の増加とJ国の名目賃金率の低下とJ国の財価格の低下をつう

じて,J国の実質消費賃金率を上昇させる(15式参照)･さらにCの上昇はJ

国の労働供給の増加とJ国の名目賃金率の低下 と実質為替レートの減価

13)Cが労働供給サイドとJ国q)名目賃金率をつうじて実質為替レートにおよばす影響は,

(∂Z/∂W)(∂W/∂1n(LM+o△)Hdln(L-+GA)/dO)-(a/b)(A/(L-+0△)),

である.βが労働需要サイドとJ国の名目賃金率をつうじて実質為替レートにおよばす影

響は,

(∂Z/aw)[∂uJ/∂lntα(1-β)+β)][dlntα(1-β)+β)/dO]

--(a/b)‡△/(L-+OA))[α(1-β)/(α(11β)+β)],

である.

14)βがαをつうじて実質為替レートにおよはす影響は,

(∂Z/∂α)(dcr/dO)-(a/b)iA/(L-十OA))[α(1-β)/(α(1-β)+β†],
である.
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(Zの上昇)をつうじて,J国の実質消費賃金率を低下させる(16式参照).こ

れらの効果は,(17)式右辺第1項で表されている.したがってβの上昇は労

働供給サイドをつうじて,J国の実質消費賃金率を低下させる15).いっぱう

βの上昇はJ国の労働需要の増加とJ国の名目賃金率の上昇をつうじて,J

国の実質消費賃金率を上昇させる(14式右辺第2項参照).この効果は,(17)

式右辺第2項で表されている.したがってβの上昇は労働需要サイドをつう

じて,J国の実質消費賃金率を上昇させる.前者の労働供給サイドをつうじ

る効果と後者の労働需要サイドをつうじる効果のどちらが大きいかは,一般

的には定まらない.このためβの変化がJ国の実質消費賃金率におよばす影

響は,一般的には定まらない.

しかしβが0に近ければ,すなわちJ国出身の不熟練労働者の名目賃金率

とA国出身の不熟練労働者の名目賃金率の格差が大きければ,労働需要サイ

ドをつうじる効果が労働供給サイドをつうじる効果を上回り,βの上昇にと

もなってJ国の実質消費賃金率が上昇する可能性が高い･いっぽうβが1に

近ければ,すなわちJ国出身の不熟練労働者の名目賃金率とA国出身の不熟

練労働者の名目賃金率の格差が小さければ,労働供給サイドをつうじる効果

が労働需要サイドをつうじる効果を上回り,βの上昇にともなってJ国の実

質消費賃金率が低下する可能性が高い.

労働市場は競争的で常に完全雇用が成り立つため,J国出身の不熟練労働

者の雇用量はFに等しい.このためβの変化がJ国出身の不熟練労働者の実

質消費賃金の合計におよばす影響は,βの変化がJ国の実質消費賃金率にお

よぼす影響と同じである.したがってJ国出身の不熟練労働者とA国出身の

不熟練労働者の賃金格差が大きければ,労働需要サイドをつうじる効果が労

働供給サイドをつうじる効果を上回るため,参入可能性が高まるとJ国出身

の不熟練労働者の実質消費賃金の合計が増加する可能性が高い.いっぱうJ

国出身の不熟練労働者とA国出身の不熟練労働者の賃金格差が小さければ,

15)b>1を仮定すれば,0<1-a+ac/b<1である.
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労働供給サイドをつうじる効果が労働需要サイドをつうじる効果を上回るた

め,参入可能性が高まるとJ国出身の不熟練労働者の実質消費賃金の合計が

減少する可能性が高い.

4節 ま と め

本論文は,2国マクロ経済モデルをもちいて不熟練外国人労働者の労働市

場への参入可能性の違いが不熟練自国人労働者の受け取る実質消費賃金の合

計におよばす影響を調べた.そして参入可能性の上昇により不熟練自国人労

働者の受け取る実質消費賃金の合計が増加するかどうかが,不熟練自国人労

働者と不熟練外国人労働者の賃金格差に依存していることを明らかにした.

本論文の結果によると,不熟練外国人労働者の流入量を所与とするならば,

不熟練外国人労働者の受け入れ国が自国の経済厚生を高くするために不熟練

外国人労働者の労働市場への参入を促進したらよいかどうかは,不熟練自国

人労働者と不熟練外国人労働者の賃金格差の大きさによって決まる.具体的

には賃金格差の大きい国は不熟練外国人労働者の労働市場への参入を促進す

ることにより経済厚生を高くすることが可能であり,賃金格差の小さい国は

不熟練外国人労働者の労働市場への参入を抑制することにより経済厚生を高

くすることが可能である.このことは,不熟練外国人労働者は労働市場への

参入にかんして不熟練自国人労働者と等しく扱われるとはかざらないことを

合意している.

このような含意は,組合が熟練自国人労働者と熟練外国人労働者を等しく

扱わないと,却って熟練自国人労働者の受け取る実質消費賃金の合計が小さ

くなるため,組合は熟練自国人労働者と熟練外国人労働者を等しく扱ったほ

うが望ましい,という島田(2002)で導き出された結果と対照的である.

したがって島田(2002)と本論文の結果によると,外国人労働者の受け入れ

国が自国の経済厚生を高めるために自国人労働者と外国人労働者を等しく扱
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うべきかどうかは,流入する外国人労働者が熟練労働者であるか不熟練労働

者であるかによって異なる.

本論文で今後改善し検討すべき点として,つぎのことがあげられる.1つ

は企業にとって不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者が代替的であると

いう仮定である.不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者が生産要素とし

て代替的であるか補完的であるかは実証研究の課題であるが,これらのあい

だに代替的関係または補完的関係を仮定してモデル分析をおこなうことは理

論研究の課題である.したがって今後の課題の1つは,不熟練自国人労働者

と不熟練外国人労働者の生産要素としての関係を変化させてモデル分析をお

こなうことであろう.もう1つは分析対象を2国経済としたことである.本

論文では1つの国の国際労働移動は,もう1つの国とのあいだでだけしょう

じた.しかし1つの国の国際労働移動が複数の国とのあいだでしょうじるほ

うが一般的であることはいうまでもない.したがって今後の課題のもう1つ

は,分析対象を2国経済から小国開放経済へ拡張して,不熟練自国人労働者

と不熟練外国人労働者の賃金格差が労働市場への参入可能性の変化による経

済厚生の変化におよばす影響を明らかにすることであろう.
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